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第５ 【経理の状況】

１．当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に

基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大

蔵省令第10号）に準拠しております。

２．当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令

第10号）に準拠しております。

３．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（自2020年４月１日 至2021年３月31

日）の連結財務諸表及び事業年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監

査法人の監査を受けております。

４．当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握できる体

制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構及び監査法人等の行う研修への参加や会計専門

誌の定期購読等を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

資産の部

現金預け金 848,446 937,945

有価証券 ※1，※6 70,911 ※1，※6 78,154

貸出金 ※2，※3，※4，※5，※7 23,283 ※2，※3，※4，※5，※7 24,329

外国為替 0 0

ＡＴＭ仮払金 81,965 83,681

その他資産 ※6 16,365 ※6 17,442

有形固定資産 ※8 13,985 ※8 19,218

建物 1,630 1,690

ＡＴＭ 9,042 14,342

その他の有形固定資産 3,312 3,185

無形固定資産 29,665 34,857

ソフトウエア 20,930 26,215

その他の無形固定資産 8,734 8,642

退職給付に係る資産 378 909

繰延税金資産 909 707

貸倒引当金 △25 △88

資産の部合計 1,085,885 1,197,158

負債の部

預金 683,760 782,658

譲渡性預金 800 750

借用金 196 591

社債 105,000 105,000

ＡＴＭ仮受金 45,052 47,046

その他負債 27,288 25,098

賞与引当金 573 610

退職給付に係る負債 3 6

役員退職慰労引当金 4 －

株式給付引当金 236 634

繰延税金負債 137 87

負債の部合計 863,051 962,482

純資産の部

資本金 30,702 30,724

資本剰余金 30,757 30,724

利益剰余金 155,760 168,694

自己株式 △338 △1,081

株主資本合計 216,882 229,061

その他有価証券評価差額金 499 440

為替換算調整勘定 3,767 3,407

退職給付に係る調整累計額 62 359

その他の包括利益累計額合計 4,329 4,207

新株予約権 274 －

非支配株主持分 1,346 1,407

純資産の部合計 222,833 234,676

負債及び純資産の部合計 1,085,885 1,197,158
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

経常収益 148,553 137,267

資金運用収益 3,569 3,609

貸出金利息 3,451 3,475

有価証券利息配当金 26 29

コールローン利息 0 1

預け金利息 90 102

役務取引等収益 144,280 131,709

受入為替手数料 3,062 3,438

ＡＴＭ受入手数料 136,486 123,501

その他の役務収益 4,730 4,769

その他業務収益 281 201

その他経常収益 422 1,746

その他の経常収益 422 1,746

経常費用 108,716 101,626

資金調達費用 674 539

預金利息 99 67

譲渡性預金利息 0 0

コールマネー利息 △12 △9

借用金利息 15 14

社債利息 570 467

役務取引等費用 40,305 35,360

支払為替手数料 1,591 1,773

ＡＴＭ設置支払手数料 31,013 28,282

ＡＴＭ支払手数料 4,886 2,444

その他の役務費用 2,813 2,859

営業経費 ※1 62,813 ※1 64,308

その他経常費用 4,922 1,418

貸倒引当金繰入額 2 63

その他の経常費用 ※2 4,920 ※2 1,355

経常利益 39,836 35,640

特別利益 91 273

固定資産処分益 91 273

特別損失 147 258

固定資産処分損 147 258

税金等調整前当期純利益 39,780 35,655

法人税、住民税及び事業税 13,840 9,867

法人税等調整額 △164 51

法人税等合計 13,675 9,918

当期純利益 26,105 25,737

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △57 △168

親会社株主に帰属する当期純利益 26,162 25,905
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

当期純利益 26,105 25,737

その他の包括利益 ※1 △165 ※1 △131

その他有価証券評価差額金 7 △59

為替換算調整勘定 △53 △369

退職給付に係る調整額 △119 296

包括利益 25,939 25,605

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 26,019 25,782

非支配株主に係る包括利益 △79 △177
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 30,679 30,661 147,094 △352 208,083

当期変動額

新株の発行 23 23 46

剰余金の配当 △13,639 △13,639

親会社株主に帰属す

る当期純利益
26,162 26,162

自己株式の取得 △3,857 △3,857

自己株式の処分 13 13

自己株式の消却 △3,857 3,857 －

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

73 73

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 23 96 8,665 13 8,798

当期末残高 30,702 30,757 155,760 △338 216,882

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 492 3,798 182 4,473 320 11 212,890

当期変動額

新株の発行 46

剰余金の配当 △13,639

親会社株主に帰属す

る当期純利益
26,162

自己株式の取得 △3,857

自己株式の処分 13

自己株式の消却 －

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

73

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

7 △31 △119 △143 △46 1,334 1,145

当期変動額合計 7 △31 △119 △143 △46 1,334 9,943

当期末残高 499 3,767 62 4,329 274 1,346 222,833
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当連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 30,702 30,757 155,760 △338 216,882

当期変動額

新株の発行 21 21 43

剰余金の配当 △12,971 △12,971

親会社株主に帰属す

る当期純利益
25,905 25,905

自己株式の取得 △770 △770

自己株式の処分 27 27

自己株式の消却 －

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

△54 △54

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 21 △33 12,934 △742 12,179

当期末残高 30,724 30,724 168,694 △1,081 229,061

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 499 3,767 62 4,329 274 1,346 222,833

当期変動額

新株の発行 43

剰余金の配当 △12,971

親会社株主に帰属す

る当期純利益
25,905

自己株式の取得 △770

自己株式の処分 27

自己株式の消却 －

連結子会社に対する

持分変動に伴う資本

剰余金の増減

△54

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

△59 △360 296 △122 △274 60 △336

当期変動額合計 △59 △360 296 △122 △274 60 11,842

当期末残高 440 3,407 359 4,207 － 1,407 234,676
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 39,780 35,655

減価償却費 14,634 14,070

持分法による投資損益（△は益） 4,770 796

貸倒引当金の増減（△） 1 63

賞与引当金の増減額（△は減少） 36 45

退職給付に係る資産又は負債の増減額 △106 △100

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1 △4

株式給付引当金の増減額（△は減少） 69 397

資金運用収益 △3,569 △3,609

資金調達費用 674 539

有価証券関係損益（△） 38 88

固定資産処分損益（△は益） 56 △14

貸出金の純増（△）減 △595 △1,045

預金の純増減（△） 5,095 98,898

譲渡性預金の純増減（△） △10 △50

借用金の純増減（△） △9,807 404

普通社債発行及び償還による増減（△） △30,000 －

ＡＴＭ未決済資金の純増（△）減 77,146 274

資金運用による収入 3,840 3,815

資金調達による支出 △805 △613

その他 1,398 △213

小計 102,648 149,397

法人税等の支払額 △13,029 △13,358

営業活動によるキャッシュ・フロー 89,619 136,039

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △16,171 △20,484

有価証券の償還による収入 27,920 13,084

有形固定資産の取得による支出 △4,547 △10,436

有形固定資産の売却による収入 98 273

無形固定資産の取得による支出 △11,100 △14,808

無形固定資産の売却による収入 － 100

持分法適用関連会社株式の取得による支出 △2,000 △499

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,801 △32,770

財務活動によるキャッシュ・フロー

非支配株主からの払込みによる収入 1,487 183

ストックオプションの行使による収入 0 0

配当金の支払額 △13,635 △12,968

自己株式の取得による支出 △3,857 △770

その他 △3 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,009 △13,555

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 67,796 89,498

現金及び現金同等物の期首残高 780,650 848,446

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 848,446 ※1 937,945
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
　
１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社 8社

会社名

FCTI, Inc.

PT. ABADI TAMBAH MULIA INTERNASIONAL

株式会社バンク・ビジネスファクトリー

株式会社セブン・ペイメントサービス

Pito AxM Platform, Inc.

株式会社セブン・グローバルレミット

株式会社ＡＣＳｉＯＮ

株式会社Ｃｒｅｄｄ Ｆｉｎａｎｃｅ

（2）非連結子会社

該当事項はありません。

　

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用の非連結子会社

該当事項はありません。

（2）持分法適用の関連会社 4社

会社名

株式会社セブン・ペイ

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社

ＴＯＲＡＮＯＴＥＣ投信投資顧問株式会社

株式会社メタップスペイメント

（3）持分法非適用の非連結子会社

該当事項はありません。

（4）持分法非適用の関連会社

該当事項はありません。

（5）持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

（1）連結子会社の決算日は次のとおりであります。

12月末日 ３社

３月末日 ５社

（2）連結財務諸表の作成にあたっては、それぞれの決算日の財務諸表により連結しております。

連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、その他有価証券については、原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原

価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移

動平均法による原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

（2）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（3）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

当社の有形固定資産は、定額法を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物：６年～18年

ＡＴＭ：５年

その他：２年～20年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、定額法により償却しております。

② 無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当社及び連

結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

（4）貸倒引当金の計上基準

当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 令和２年10月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す

る債権については、今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間の貸倒実績又は倒

産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将

来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま

す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に営業関連部署から独立したリスク

統括部が資産査定を実施し、その査定結果に基づいて貸倒引当金の算定を行っております。なお、当該部署から

独立した監査部が査定結果を監査しております。

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（5）賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。

（6）役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、一部の連結子会社が役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰

労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（7）株式給付引当金の計上基準

株式給付引当金は、取締役株式交付規程及び執行役員株式交付規程に基づく当社の取締役（非業務執行取締役

及び海外居住者を除く。）及び執行役員（海外居住者を除く。）への当社株式の給付に備えるため、当連結会計

年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（8）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による

　 定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理
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（9）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

当社の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

連結子会社の外貨建資産・負債については、当該子会社の決算日等の為替相場により換算しております。

（10）のれんの償却方法及び償却期間

５年間の定額法により償却を行っております。ただし、金額が僅少な場合は、発生時の費用として処理してお

ります。

（11）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」であります。

（12）消費税等の会計処理

当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（未適用の会計基準等）

１．収益認識に関する会計基準等

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な

会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBに

おいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は

2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益

認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。企業会計基準委員会の

収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を図る便益の１つで

ある財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基

準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較

可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

(2）適用予定日

2022年３月期の期首より適用予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による影響は、軽微であります。

２．時価の算定に関する会計基準等

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）

（1）概要

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の

算定に関する会計基準の適用指針」(以下、「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の算定方法に

関するガイダンス等が定められました。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品

また、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の

注記事項が定められました。

（2）適用予定日

2022年３月期の期首より適用予定であります。
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（3）当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による影響は、軽微であります。

（追加情報）
　

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社の取締役（非業務執行取締役及び海外居住者を除く。以下同じ。）に対して、中長期的に継続し

た業績向上への貢献意欲をより一層高めることを目的に、役員報酬ＢＩＰ信託による業績連動型株式報酬制度

（以下、「本制度」という。）を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じております。

(1)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定

める取締役株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度です。な

お、取締役が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。

(2)信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末239百万円、563千株、

当連結会計年度末588百万円、株式数は1,895千株であります。

（執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社の執行役員（海外居住者を除く。以下同じ。）に対して、中長期的に継続した業績向上への貢献

意欲をより一層高めることを目的に、株式付与ＥＳＯＰ信託による業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」

という。）を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用しております。

(1)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、執行役員に対して、当社が

定める執行役員株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度で

す。なお、執行役員が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として執行役員の退任時とします。

(2)信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末99百万円、234千株、当

連結会計年度末492百万円、株式数は1,691千株であります。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

有価証券の減損要否の判断にあたり、一部の出資先についてはその事業内容を勘案したうえで新型コロナウイ

ルス感染症の影響が当連結会計年度末以降においても一定期間は残ると仮定し、事業計画値に反映したうえで会

計上の見積りを行っております。この結果、当連結会計年度において、減損は不要と判断しております。

なお、上記見積りは連結財務諸表作成時において入手可能な情報に基づくものの、新型コロナウイルス感染症

拡大の状況やその経済への影響が変化した場合には、翌連結会計年度以降に係る連結財務諸表に影響を与える場

合があります。
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（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

株式 2,000百万円 1,703百万円

※２．貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

破綻先債権額 0百万円 3百万円

延滞債権額 38百万円 42百万円

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項

第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　

※３．貸出金のうち３カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

３カ月以上延滞債権額 －百万円 0百万円

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

　

※４．貸出金のうち貸出条件緩和債権額はありません。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

　

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は次のとおりでありま

す。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

合計額 39百万円 46百万円

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　

※６．担保に供している資産は次のとおりであります。

為替決済、日本銀行当座貸越取引の担保として、次のものを差し入れております。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

有価証券 63,371百万円 70,618百万円

また、その他資産には保証金及び中央清算機関差入証拠金が含まれておりますが、その金額は次のとおりであ

ります。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

保証金 2,020百万円 2,124百万円

中央清算機関差入証拠金 800百万円 800百万円
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※７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次

のとおりであります。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

融資未実行残高 20,604百万円 23,965百万円

　うち原契約期間が１年以内のもの 20,604百万円 23,965百万円

　

※８．有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

減価償却累計額 68,799百万円 62,219百万円
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（連結損益計算書関係）

※１．営業経費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

給与・手当 7,075百万円 7,608百万円

退職給付費用 175百万円 249百万円

減価償却費 14,634百万円 14,070百万円

業務委託費 20,176百万円 21,179百万円

※２．その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

持分法による投資損失 4,770百万円 796 百万円

（連結包括利益計算書関係）
　

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2019年４月１日

至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

その他有価証券評価差額金

当期発生額 68 397

組替調整額 △58 △482

税効果調整前 10 △85

税効果額 △3 26

その他有価証券評価差額金 7 △59

為替換算調整勘定

当期発生額 △53 △369

組替調整額 － －

税効果調整前 △53 △369

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △53 △369

退職給付に係る調整額

当期発生額 △139 447

組替調整額 △33 △19

税効果調整前 △172 428

税効果額 53 △131

退職給付に係る調整額 △119 296

その他の包括利益合計 △165 △131
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（連結株主資本等変動計算書関係）
　

前連結会計年度（自2019年４月１日　至2020年３月31日）
　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

摘要

発行済株式

　普通株式 1,192,464 165 13,500 1,179,129 （注）１

合 計 1,192,464 165 13,500 1,179,129

自己株式

　普通株式 831 13,500 13,532 798 （注）２、３

合 計 831 13,500 13,532 798

（注）１．発行済株式の増加165千株は、新株予約権の行使によるものであります。また、発行済株式の減少13,500

千株は、自己株式の消却によるものであります。

２．自己株式の増加13,500千株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。また、自己

株式の減少13,532千株は、取締役会決議による自己株式の消却13,500千株及び役員報酬ＢＩＰ信託が保有

する当社株式の交付32千株によるものであります。

３．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯ

Ｐ信託が保有する当社株式がそれぞれ831千株、798千株含まれております。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権
の目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計年度 当連結会計
年度末増加 減少

当社

ストック・
オプション
としての新
株予約権

───── 274

合 計 ───── 274

（注）自己新株予約権は存在いたしません。

　

３．配当に関する事項

（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年５月24日
取締役会

普通株式 7,154 6.00 2019年３月31日 2019年６月３日

2019年11月８日
取締役会

普通株式 6,485 5.50 2019年９月30日 2019年12月２日

（注）１．2019年５月24日取締役会決議の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保

有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれております。

２．2019年11月８日取締役会決議の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保

有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれております。

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年５月22日
取締役会

普通株式 6,485 利益剰余金 5.50 2020年３月31日 2020年６月１日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金４百

万円が含まれております。
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当連結会計年度（自2020年４月１日　至2021年３月31日）
　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

摘要

発行済株式

　普通株式 1,179,129 179 － 1,179,308 （注）１

合 計 1,179,129 179 － 1,179,308

自己株式

　普通株式 798 2,853 64 3,587 （注）２、３

合 計 798 2,853 64 3,587

（注）１．発行済株式の増加179千株は、新株予約権の行使によるものであります。

２．自己株式の増加2,853千株は、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託の当社株式取得によるもの

であります。また、自己株式の減少64千株は、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式の交付によるもの

であります。

３．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯ

Ｐ信託が保有する当社株式がそれぞれ798千株、3,587千株含まれております。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年５月22日
取締役会

普通株式 6,485 5.50 2020年３月31日 2020年６月１日

2020年11月６日
取締役会

普通株式 6,486 5.50 2020年９月30日 2020年12月１日

（注）１．2020年５月22日取締役会決議の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保

有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれております。

２．2020年11月６日取締役会決議の配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保

有する当社株式に対する配当金19百万円が含まれております。

　

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年５月21日
取締役会

普通株式 6,486 利益剰余金 5.50 2021年３月31日 2021年６月１日

（注）配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が保有する当社株式に対する配当金19百

万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 2019年４月１日 （自 2020年４月１日

至 2020年３月31日） 至 2021年３月31日）

現金預け金勘定 848,446 百万円 937,945 百万円

現金及び現金同等物 848,446 〃 937,945 〃

（リース取引関係）
　
１．ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

前連結会計年度

（2020年３月31日）

当連結会計年度

（2021年３月31日）

１年内 590 589

１年超 1,071 625

合 計 1,661 1,214

（金融商品関係）
　
１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金調達・運用の両面において、安定性確保とリスク極小化を基本方針としており、積極的なリスク

テイクによる収益追求は行っておりません。

当社の資金調達は、ＡＴＭ装填用現金等の運転資金及びＡＴＭ・システム関連投資等の設備投資資金の調達に

大別され、金利動向等を踏まえてベースとなる資金を預金や社債発行等により確保した上で、日々の調達額の変

動をコール市場からの調達により賄っております。

一方、運用については、個人向けの小口の貸出業務等を行っておりますが、中心は「限定的なエンドユーザ

ー」としての資金証券業務であります。運用先は信用力が高く流動性に富む債券等の有価証券や信用力の高い金

融機関に対する預け金、コールローン等に限定しており、リスクの高い金融派生商品等による運用は行わないこ

ととしております。

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する金融資産は、主としてＡＴＭプラットフォーム事業を円滑に行うための現金がその大半を占め

ております。余資をコールローンに放出しており、与信先の信用リスクに晒されております。有価証券は、主に

信用力が高く、流動性に富む債券及び株式であり、その他保有目的としております。これらは、それぞれ与信先

又は発行体の信用リスク及び金利リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。貸出金は、個人向けのロ

ーンサービスであり、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されておりますが、債権の大半は

全額保証を付しているため、リスクは限定的となっております。

また、当社は、銀行業を営んでおり、その金融負債の大半を占める預金及び譲渡性預金は金利の変動リスクに

晒されております。必要に応じてコールマネーにて短期的な調達をしておりますが、必要な資金を調達できない

流動性リスクに晒されております。借入金や社債は、一定の環境の下で市場を利用できなくなる場合など、支払

期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

信用リスクに関する基本方針を「リスク管理基本方針」に、その下位規程として「信用リスク管理規程」を

制定し、これを遵守しております。信用リスクは現状、ＡＴＭに関する決済業務及びＡＬＭ操作に関わる優良

な金融機関等に対する預け金、資金放出、仮払金等に限定し、信用リスクを抑制した運営としております。ま

た、「自己査定・償却・引当規程」に従い、適正な自己査定、償却引当を実施しております。

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、リスク統

括部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

② 市場リスクの管理

市場リスクに関する基本方針を「リスク管理基本方針」に、その下位規程として「市場リスク管理規程」を

制定し、これを遵守しております。「市場リスク管理規程」にて、リスク限度額、ポジション限度、損失許容

限度を設定することを規定し、リスク統括部リスク管理グループがそれらについて日次で計測・モニタリング

し、経営会議等に報告を行っております。なお、四半期毎に開催するＡＬＭ委員会にて、リスクの状況、金利

動向の見通し等が報告され、運営方針を決定する体制としております。

市場リスクに係る定量的情報

当社の市場リスクについては、金利リスクが主要なリスクであり、当社全体の資産・負債を対象として市

場リスク量（ＶａＲ）を計測しております。ＶａＲの計測にあたっては、分散共分散法（保有期間125日、信

頼区間99.9%、データ観測期間１年間）を採用しており、2021年３月末時点で当社の市場リスク量（損失額の

推計値）は、全体で2,578百万円であります。また当社の事業特性を鑑み、資産側の現金に対して金利期間を

認識し、期間５年のゼロクーポン債（平均期間約2.5年）とみなして計測しております。モデルの妥当性に関

しては、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテストを定期的に実施しております。ただ

し、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、

通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

③ 流動性リスクの管理

流動性リスクに関する基本方針を「リスク管理基本方針」に、その下位規程として「流動性リスク管理規

程」を制定し、これを遵守しております。「流動性リスク管理規程」にて、運用・調達の期間の違いによって

生ずるギャップ限度を設定することを規定し、リスク統括部リスク管理グループがそれらについて日次で計

測・モニタリングし、経営会議等に報告を行っております。資金繰り逼迫時においては、全社的に迅速かつ機

動的な対応が取れるよう、シナリオ別対策を予め策定し、万全を期しており、資金流動性確保に懸念はないも

のと考えております。

　

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　

前連結会計年度（2020年３月31日）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金預け金（＊） 848,446 848,446 －

（2）有価証券

　 その他有価証券 64,054 64,054 －

（3）貸出金 23,283

　 貸倒引当金（＊） △0

23,282 23,282 －

（4）ＡＴＭ仮払金（＊） 81,965 81,965 －

資産計 1,017,750 1,017,750 －

（1）預金 683,760 683,856 96

（2）譲渡性預金 800 800 －

（3）借用金 196 196 －

（4）社債 105,000 105,975 975

（5）ＡＴＭ仮受金 45,052 45,052 －

負債計 834,808 835,880 1,071

デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないもの 48 48 －

　ヘッジ会計が適用されているもの － － －

デリバティブ取引計 48 48 －

（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、現金預け金、ＡＴＭ仮払

金に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。
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当連結会計年度（2021年３月31日）

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金預け金（＊） 937,883 937,883 －

（2）有価証券

　 その他有価証券 71,298 71,298 －

（3）貸出金 24,329

　 貸倒引当金（＊） △1

24,327 24,327 0

（4）ＡＴＭ仮払金（＊） 83,676 83,676 －

資産計 1,117,184 1,117,185 0

（1）預金 782,658 782,733 74

（2）譲渡性預金 750 750 －

（3）借用金 591 591 －

（4）社債 105,000 105,939 939

（5）ＡＴＭ仮受金 47,046 47,046 －

負債計 936,046 937,059 1,013

デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないもの － － －

　ヘッジ会計が適用されているもの － － －

デリバティブ取引計 － － －

（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、現金預け金、ＡＴＭ仮払

金に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法
　

資 産

（1）現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。満期のある預け金は預入期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

（2）有価証券

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。

（3）貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく

異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利

によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想

定される利率で割り引いて時価を算定しております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価

値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における

連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価として

おります。

（4）ＡＴＭ仮払金

未決済期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。
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負 債

（1）預金、及び（2）譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定してお

ります。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間

（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（3）借用金

借用金のうち、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入

において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のも

のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。また、変動金利によるも

のはありません。

（4）社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格によっております。

（5）ＡＴＭ仮受金

未決済期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価とし

ております。

　

デリバティブ取引

デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引関係）」に記載しております。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融

商品の時価情報の「資産（2）有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

区 分
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

非上場株式（＊１）（＊２） 1,701 3,379

関連会社株式（＊１） 2,000 1,703

新株予約権（＊１）（＊３） 50 0

組合出資金（＊３） 3,105 1,773

合 計 6,856 6,856

（＊１）非上場株式、関連会社株式及び新株予約権については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について38百万円減損処理を行っております。

（＊３）当連結会計年度において、新株予約権について49百万円減損処理を行っております。

（＊４）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成

されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。

　



― 79 ―

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2020年３月31日）

（単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預け金（＊１） 98,468 － － － － －

有価証券

　その他有価証券のうち
　満期があるもの

11,400 34,813 16,862 － － －

　 うち地方債 5,700 9,113 7,862 － － －

　 社債 5,700 25,700 9,000 － － －

貸出金（＊２） 23,244 － － － － －

ＡＴＭ仮払金 81,965 － － － － －

合 計 215,077 34,813 16,862 － － －

（＊１）預け金のうち、満期のない預け金については、「１年以内」に含めて開示しております。

（＊２）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない39百万円は

含めておりません。

　

当連結会計年度（2021年３月31日）

（単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預け金（＊１） 135,698 － － － － －

有価証券

　その他有価証券のうち
　満期があるもの

11,300 50,831 8,184 － － －

　 うち地方債 700 16,731 3,584 － － －

　 社債 10,600 34,100 4,600 － － －

貸出金（＊２） 24,274 8 － － － －

ＡＴＭ仮払金 83,681 － － － － －

合 計 254,953 50,839 8,184 － － －

（＊１）預け金のうち、満期のない預け金については、「１年以内」に含めて開示しております。

（＊２）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない46百万円は

含めておりません。
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（注４）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2020年３月31日）

（単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預金（＊） 567,587 72,903 43,269 － － －

譲渡性預金 800 － － － － －

借用金 196 － － － － －

社債 － 20,000 35,000 － 50,000 －

ＡＴＭ仮受金 45,052 － － － － －

合 計 613,635 92,903 78,269 － 50,000 －

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。

　

当連結会計年度（2021年３月31日）

（単位：百万円）

１年以内
１年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内

10年超

預金（＊） 667,129 68,516 47,012 － － －

譲渡性預金 750 － － － － －

借用金 591 － － － － －

社債 － 40,000 15,000 30,000 20,000 －

ＡＴＭ仮受金 47,046 － － － － －

合 計 715,516 108,516 62,012 30,000 20,000 －

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。
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（有価証券関係）
　
※「子会社株式及び関連会社株式」については、財務諸表における注記事項として記載しております。

　

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。

　

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

　

３．その他有価証券

前連結会計年度（2020年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 683 151 531

債券 8,710 8,707 2

　地方債 8,409 8,406 2

　社債 300 300 0

小計 9,394 8,859 534

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

債券 54,660 54,723 △62

　地方債 14,347 14,352 △5

　社債 40,313 40,370 △56

小計 54,660 54,723 △62

合計 64,054 63,583 471

　

当連結会計年度（2021年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 679 151 527

債券 36,153 36,138 15

　地方債 16,821 16,815 6

　社債 19,332 19,322 9

小計 36,833 36,290 543

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

債券 34,464 34,480 △15

　地方債 4,284 4,285 △0

　社債 30,179 30,194 △15

小計 34,464 34,480 △15

合計 71,298 70,770 527

　

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

該当事項はありません。

　

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。
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６．保有目的を変更した有価証券

該当事項はありません。

　

７．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。

　

（金銭の信託関係）
　

該当事項はありません。

（その他有価証券評価差額金）
　

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。
　

前連結会計年度（2020年３月31日）

金額（百万円）

評価差額 720

その他有価証券 720

（△）繰延税金負債 220

その他有価証券評価差額金 499

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる組合出資金の評価差額248百万円については、「評価差額」の

内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。

当連結会計年度（2021年３月31日）

金額（百万円）

評価差額 635

その他有価証券 635

（△）繰延税金負債 194

その他有価証券評価差額金 440

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる組合出資金の評価差額107百万円については、「評価差額」の

内訳「その他有価証券」に含めて記載しております。
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（デリバティブ取引関係）
　
１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決算日における契約

額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりでありま

す。なお、契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（1）金利関連取引

該当事項はありません。

（2）通貨関連取引

前連結会計年度（2020年３月31日）

区分 種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超のもの
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

店頭

直物為替先渡取引(NDF)

　売建

　 インドネシアルピア 308 － 48 48

合 計 ――― ――― 48 48

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　 ２．時価の算定

　 割引現在価値等により算定しております。

　

当連結会計年度（2021年３月31日）

該当事項はありません。

（3）株式関連取引

該当事項はありません。

（4）債券関連取引

該当事項はありません。

（5）商品関連取引

該当事項はありません。

（6）クレジット・デリバティブ取引

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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（退職給付関係）
　
１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度を設けているほか、選択型確定拠

出年金制度も採用しております。

なお、一部の海外連結子会社は、確定給付型の退職給付制度のほか、確定拠出型の年金制度を設けております。

２．確定給付制度

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

退職給付債務の期首残高 2,927 3,077

　勤務費用 247 270

　利息費用 14 15

　数理計算上の差異の発生額 19 24

　退職給付の支払額 △132 △107

　その他 0 △0

退職給付債務の期末残高 3,077 3,281

　

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

年金資産の期首残高 3,369 3,452

　期待運用収益 67 69

　数理計算上の差異の発生額 △119 472

　事業主からの拠出額 267 297

　退職給付の支払額 △131 △107

年金資産の期末残高 3,452 4,184

　

（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 3,073 3,274

年金資産 △3,452 △4,184

△378 △909

非積立型制度の退職給付債務 3 6

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △374 △903

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

退職給付に係る負債 3 6

退職給付に係る資産 △378 △909

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △374 △903
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（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

勤務費用 247 270

利息費用 14 15

期待運用収益 △67 △69

数理計算上の差異の費用処理額 △33 △19

その他 0 0

確定給付制度に係る退職給付費用 161 197

　

（5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

数理計算上の差異 △172 428

合計 △172 428

　

（6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

未認識数理計算上の差異 △89 △517

合計 △89 △517

　

（7）年金資産に関する事項

①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

区分
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

債券 60％ 55％

株式 29％ 36％

その他 11％ 9％

合計 100％ 100％
　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産

からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

（8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

区分
前連結会計年度

(自 2019年４月１日
至 2020年３月31日)

当連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

割引率 0.5％ 0.5％

長期期待運用収益率 2.0％ 2.0％

予想昇給率 2.5％ 2.5％

なお、海外連結子会社については、重要性が乏しいことから記載を省略しております。
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３．確定拠出制度

当社、一部の国内連結子会社及び一部の海外連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度13百万

円、当連結会計年度52百万円であります。

（ストック・オプション等関係）
　
１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

第１回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第２回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第２回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第３回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

付与対象者の区

分及び人数
当社取締役 ５名 当社取締役 ４名 当社執行役員 ５名 当社取締役 ５名

株式の種類及び

付与数（注）1.
普通株式 184,000株 普通株式 171,000株 普通株式 38,000株 普通株式 423,000株

付与日 2008年８月12日 2009年８月３日 同左 2010年８月９日

権利確定条件

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

対象勤務期間
特に定めはありませ
ん。

同左 同左 同左

権利行使期間
2008年８月13日から
2038年８月12日まで

2009年８月４日から
2039年８月３日まで

同左
2010年８月10日から
2040年８月９日まで

　
第４回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第４回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第５回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第５回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

付与対象者の区

分及び人数
当社取締役 ５名 当社執行役員 ８名 当社取締役 ６名 当社執行役員 ７名

株式の種類及び

付与数（注）1.
普通株式 440,000株 普通株式 118,000株 普通株式 363,000株 普通株式 77,000株

付与日 2011年８月８日 同左 2012年８月６日 同左

権利確定条件

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

対象勤務期間
特に定めはありませ
ん。

同左 同左 同左

権利行使期間
2011年８月９日から
2041年８月８日まで

同左
2012年８月７日から
2042年８月６日まで

同左
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第６回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第６回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第７回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第７回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

付与対象者の区

分及び人数
当社取締役 ６名 当社執行役員 ７名 当社取締役 ６名 当社執行役員 ８名

株式の種類及び

付与数（注）1.
普通株式 216,000株 普通株式 43,000株 普通株式 193,000株 普通株式 44,000株

付与日 2013年８月５日 同左 2014年８月４日 同左

権利確定条件

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

対象勤務期間
特に定めはありませ
ん。

同左 同左 同左

権利行使期間
2013年８月６日から
2043年８月５日まで

同左
2014年８月５日から
2044年８月４日まで

同左

　
第８回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第８回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第９回－①
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

第９回－②
新株予約権

（株式報酬型ストッ
ク・オプション）

付与対象者の区

分及び人数
当社取締役 ６名 当社執行役員 ９名 当社取締役 ６名 当社執行役員 ９名

株式の種類及び

付与数（注）1.
普通株式 138,000株 普通株式 39,000株 普通株式 278,000株 普通株式 72,000株

付与日 2015年８月10日 同左 2016年８月８日 同左

権利確定条件

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の取締役の地位を
喪失した日の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

新株予約権者は、当
社の執行役員の地位
を喪失した日（新株
予約権者が当社の取
締役に就任した場合
は取締役の地位を喪
失した日）の翌日以
降10日間に限り、新
株予約権を行使する
ことができる。

対象勤務期間
特に定めはありませ
ん。

同左 同左 同左

権利行使期間
2015年８月11日から
2045年８月10日まで

同左
2016年８月９日から
2046年８月８日まで

同左

（注）１．株式数に換算して記載しております。なお、当社は2011年12月１日付で普通株式１株につき1,000株の割

合をもって株式分割を行っているため、第１回－①新株予約権から第４回－②新株予約権の目的となる

株式の数は、株式分割に伴い調整された後の数値を記載しております。

２．株式報酬型ストック・オプション制度を廃止し、2020年８月11日付で業績連動型株式報酬制度へ移行し

ているため、当連結会計年度末時点において、新株予約権の個数はありません。
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2021年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

第１回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第２回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第２回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第３回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利確定前（株）

　前連結会計年度末 － － － －

　付与 － － － －

　失効 － － － －

　権利確定 － － － －

　未確定残 － － － －

権利確定後（株）

　前連結会計年度末 45,000 55,000 9,000 180,000

　権利確定 － － － －

　権利行使 0 0 9,000 32,000

　失効 45,000 55,000 0 148,000

　未行使残 0 0 0 0
　

第４回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第４回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第５回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第５回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利確定前（株）

　前連結会計年度末 － － － －

　付与 － － － －

　失効 － － － －

　権利確定 － － － －

　未確定残 － － － －

権利確定後（株）

　前連結会計年度末 187,000 13,000 146,000 20,000

　権利確定 － － － －

　権利行使 33,000 0 25,000 0

　失効 154,000 13,000 121,000 20,000

　未行使残 0 0 0 0
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第６回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第６回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第７回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第７回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利確定前（株）

　前連結会計年度末 － － － －

　付与 － － － －

　失効 － － － －

　権利確定 － － － －

　未確定残 － － － －

権利確定後（株）

　前連結会計年度末 93,000 10,000 81,000 18,000

　権利確定 － － － －

　権利行使 19,000 0 17,000 0

　失効 74,000 10,000 64,000 18,000

　未行使残 0 0 0 0

第８回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第８回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第９回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第９回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利確定前（株）

　前連結会計年度末 － － － －

　付与 － － － －

　失効 － － － －

　権利確定 － － － －

　未確定残 － － － －

権利確定後（株）

　前連結会計年度末 58,000 19,000 160,000 39,000

　権利確定 － － － －

　権利行使 12,000 0 32,000 0

　失効 46,000 19,000 128,000 39,000

　未行使残 0 0 0 0

（注）失効は、株式報酬型ストック・オプション制度を廃止し、業績連動型株式報酬制度へ移行したことに伴い、

付与済の新株予約権のうち未実行のものについて、業績連動型株式報酬制度に基づく応分のポイントを付与す

ることを条件として権利放棄されたものであります。
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② 単価情報

第１回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第２回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第２回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第３回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利行使価格 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円

行使時平均株価 － － 302円 302円

付与日における公正

な評価単価

新株予約権
１個当たり
236,480円

新株予約権
１個当たり
221,862円

新株予約権
１個当たり
221,862円

新株予約権
１個当たり
139,824円

　
第４回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第４回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第５回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第５回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利行使価格 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円

行使時平均株価 302円 － 302円 －

付与日における公正

な評価単価

新株予約権
１個当たり
127,950円

新株予約権
１個当たり
127,950円

新株予約権
１個当たり
175,000円

新株予約権
１個当たり
175,000円

　
第６回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第６回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第７回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第７回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利行使価格 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円

行使時平均株価 302円 － 302円 －

付与日における公正

な評価単価

新株予約権
１個当たり
312,000円

新株予約権
１個当たり
312,000円

新株予約権
１個当たり
370,000円

新株予約権
１個当たり
370,000円

第８回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第８回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第９回－①

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

第９回－②

新株予約権

（株式報酬型ストッ

ク・オプション）

権利行使価格 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円

行使時平均株価 302円 － 302円 －

付与日における公正

な評価単価

新株予約権
１個当たり
537,000円

新株予約権
１個当たり
537,000円

新株予約権
１個当たり
302,000円

新株予約権
１個当たり
302,000円

（注）新株予約権１個当たりの目的である株式の数は、当社普通株式1,000株であります。なお、当社は2011年12

月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合をもって株式分割を行っているため、第１回－①新株予約権から

第４回－②新株予約権の権利行使価格は株式分割に伴い調整された後の数値を記載しております。また、行使

時平均株価はストック・オプション行使時の当社の平均株価であります。
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（税効果会計関係）
　
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金（注２） 2,318 百万円 2,006 百万円

　減価償却費損金算入限度超過額及び減損損失 990 720

　未払事業税 434 348

　資産除去債務 226 197

　株式給付引当金 72 194

　賞与引当金 130 145

　貸倒引当金損金算入限度超過額 7 27

　未払金（旧役員退職慰労引当金） 7 6

　ストック・オプション費用 84 －

　その他 171 270

繰延税金資産小計 4,443 3,918

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注２） △2,272 △1,902

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △766 △750

評価性引当額小計 △3,039 △2,652

繰延税金資産合計 1,404 1,265

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △220 △194

　企業結合に伴い識別された無形固定資産 △137 △87

　資産除去債務に係る有形固定資産修正額 △26 △22

　その他 △247 △340

繰延税金負債合計 △632 △645

　繰延税金資産の純額 771 百万円 620 百万円

　（注１）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産 909 百万円 707 百万円

繰延税金負債 137 百万円 87 百万円

　（注２）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2020年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

合計
（百万円）

税務上の繰越欠
損金(＊)

12 27 45 16 7 2,208 2,318

評価性引当額 △12 △27 － △16 △7 △2,208 △2,272

繰延税金資産 － － 45 － － － 45

(＊)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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当連結会計年度（2021年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

合計
（百万円）

税務上の繰越欠
損金(＊)

17 45 12 5 58 1,866 2,006

評価性引当額 △17 － △12 △5 － △1,866 △1,902

繰延税金資産 － 45 － － 58 － 104

(＊)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 30.62 ％ 30.62 ％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.06 0.06

　評価性引当額の増減額 △0.05 △1.09

　持分法投資損益 3.67 0.68

　関係会社株式評価損認容 － △2.58

　その他 0.07 0.12

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.37 ％ 27.81 ％

（資産除去債務関係）
　
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　
イ 当該資産除去債務の概要

本店等事業所の不動産賃貸借契約及び海外連結子会社のＡＴＭ設置契約に伴う原状回復義務であります。

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から１～18年と見積り、割引率は0.4～4.7％を使用して資産除去債務の金額を計算してお

ります。

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度
（自 2019年４月１日

　 至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日

　 至 2021年３月31日）

期首残高 814百万円 785百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －百万円 1百万円

時の経過による調整額 4百万円 4百万円

資産除去債務の履行による減少額 △27百万円 △93百万円

その他増減額（△は減少） △5百万円 △20百万円

期末残高 785百万円 677百万円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定や業績評価のために、定期的に経営成績等の報告を受ける対象となっているもの

であります。

当社グループは、国内で事業活動を行う「国内事業セグメント」、及び海外で事業活動を行う「海外事業セグ

メント」の２つを報告セグメントとしております。「国内事業セグメント」では、日本国内においてＡＴＭプラ

ットフォーム事業を中心とする銀行業等を展開しており、「海外事業セグメント」では、米国及びインドネシア

を中心にＡＴＭサービスを展開しております。

２．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部経常収益は、市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2019年４月１日　至 2020年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

連結財務諸表
計上額

国内事業 海外事業 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

120,864 27,843 148,707 △154 148,553

セグメント間の
内部経常収益

26 － 26 △26 －

計 120,890 27,843 148,733 △180 148,553

セグメント利益又は損失（△） 39,920 △14 39,906 △69 39,836

セグメント資産 1,090,637 9,930 1,100,567 △14,682 1,085,885

その他の項目

減価償却費 13,669 965 14,634 － 14,634

資金運用収益 3,575 3 3,579 △10 3,569

資金調達費用 670 30 700 △26 674

持分法投資損失（△） △4,770 － △4,770 － △4,770

持分法適用会社への
投資額

2,000 － 2,000 － 2,000

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

16,570 124 16,694 － 16,694

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．調整額は、主にセグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

連結財務諸表
計上額

国内事業 海外事業 計

経常収益

外部顧客に対する
経常収益

112,792 24,653 137,446 △178 137,267

セグメント間の
内部経常収益

15 － 15 △15 －

計 112,808 24,653 137,461 △194 137,267

セグメント利益 33,751 1,836 35,588 52 35,640

セグメント資産 1,198,326 14,005 1,212,332 △15,173 1,197,158

その他の項目

減価償却費 13,120 950 14,070 － 14,070

資金運用収益 3,606 16 3,623 △13 3,609

資金調達費用 524 28 553 △13 539

持分法投資損失（△） △796 － △796 － △796

持分法適用会社への
投資額

1,703 － 1,703 － 1,703

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

24,467 664 25,132 － 25,132

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．調整額は、主にセグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

【関連情報】
　

前連結会計年度（自 2019年４月１日　至 2020年３月31日）
　

１．サービスごとの情報

当社グループは、ＡＴＭ関連業務の区分の外部顧客に対する経常収益が連結損益計算書の経常収益の90％を超

えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）経常収益

(単位：百万円）

日本 米国 その他の地域 合計

120,709 27,700 142 148,553

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．経常収益は、当社グループ拠点の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。
　

（2）有形固定資産

(単位：百万円）

日本 米国 その他の地域 合計

11,745 2,201 38 13,985

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略し

ております。
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当連結会計年度（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）
　

１．サービスごとの情報

(単位：百万円）

ＡＴＭ関連業務 その他 合計

外部顧客に対する
経常収益

123,501 13,765 137,267

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．地域ごとの情報

（1）経常収益

(単位：百万円）

日本 米国 その他の地域 合計

112,610 24,234 421 137,267

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．経常収益は、当社グループ拠点の所在地を基礎として、国又は地域に分類しております。
　

（2）有形固定資産

当社グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略し

ております。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　

該当事項はありません。

　



― 96 ―

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 2019年４月１日　至 2020年３月31日）
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

その他
の関係
会社

株式会社セ
ブン‐イレ
ブン・ジャ
パン

東京都
千代田区

17,200
コンビニエ
ンスストア
事業

被所有
直接
38.47

ＡＴＭ設置
及び管理業
務に関する
契約
資金取引

ＡＴＭ設置
支払手数料
の支払
（注）１

14,153
未払費用
（注）２

1,270

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　ＡＴＭ設置支払手数料に係る取引条件及び取引条件の決定方針等については、事務委任に対する対価性及

び同社が負担したインフラ整備費用等を総合的に勘案して決定しております。

　 ２．取引金額には消費税等を含めておりませんが、期末残高には消費税等を含めております。

　

当連結会計年度（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

その他
の関係
会社

株式会社セ
ブン‐イレ
ブン・ジャ
パン

東京都
千代田区

17,200
コンビニエ
ンスストア
事業

被所有
直接
38.46

ＡＴＭ設置
及び管理業
務に関する
契約
資金取引

ＡＴＭ設置
支払手数料
の支払
（注）１

14,116
未払費用
（注）２

1,381

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　ＡＴＭ設置支払手数料に係る取引条件及び取引条件の決定方針等については、事務委任に対する対価性及

び同社が負担したインフラ整備費用等を総合的に勘案して決定しております。

　 ２．取引金額には消費税等を含めておりませんが、期末残高には消費税等を含めております。

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

記載すべき重要な取引はありません。

　

（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

記載すべき重要な取引はありません。

　

（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

記載すべき重要な取引はありません。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

記載すべき重要な取引はありません。

（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

記載すべき重要な取引はありません。
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（ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

前連結会計年度（自 2019年４月１日　至 2020年３月31日）
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千米ドル)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の
親会社
を持つ
会社

7-Eleven,
Inc.

アメリカ
合衆国
テキサス
州

13
海外コンビ
ニエンスス
トア事業

－

ＡＴＭ設置
及び管理業
務に関する
契約

ＡＴＭ設置
支払手数料
の支払

11,434 未払費用 987

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　ＡＴＭ設置支払手数料に係る取引条件及び取引条件の決定方針等については、同社が負担したインフラ整

備費用等を総合的に勘案して決定しております。

当連結会計年度（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）
　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千米ドル)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の
親会社
を持つ
会社

7-Eleven,
Inc.

アメリカ
合衆国
テキサス
州

17
海外コンビ
ニエンスス
トア事業

－

ＡＴＭ設置
及び管理業
務に関する
契約

ＡＴＭ設置
支払手数料
の支払

11,337 未払費用 832

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　ＡＴＭ設置支払手数料に係る取引条件及び取引条件の決定方針等については、同社が負担したインフラ整

備費用等を総合的に勘案して決定しております。

（エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス（東京証券取引所に上場）

　

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）
　

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日）

１株当たり純資産額 187円73銭 198円40銭

１株当たり当期純利益 22円14銭 22円01銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 22円11銭 22円00銭
　

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。なお、当社は、役員報酬ＢＩＰ信託及

び株式付与ＥＳＯＰ信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式を１株当たり純資産額の算定上、

期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。控除した当該自己株式の期末株式数は前

連結会計年度798千株、当連結会計年度3,587千株であります。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

純資産の部の合計額 百万円 222,833 234,676

純資産の部の合計額から控除する
金額

百万円 1,621 1,407

　うち新株予約権 百万円 274 －

　うち非支配株主持分 百万円 1,346 1,407

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 221,212 233,269

１株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式の数

千株 1,178,330 1,175,720

　
２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであり

ます。なお、当社は、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託を導入しており、当該信託が保有す

る当社株式を１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式数に含めております。控除した当該自己株式の期中平均株式数は前連結

会計年度809千株、当連結会計年度2,511千株であります。

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 26,162 25,905

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る
親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 26,162 25,905

普通株式の期中平均株式数 千株 1,181,606 1,176,755

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する
当期純利益調整額

百万円 － －

普通株式増加数 千株 1,167 254

　うち新株予約権 千株 1,167 254

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要

－ －

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】
　

【社債明細表】
　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

当社

第10回無担保
社債

2013年3月7日 20,000 20,000 0.80 なし 2023年3月20日

第11回無担保
社債

2014年12月17日 15,000 15,000 0.53 なし 2024年12月20日

第12回無担保
社債

2017年10月20日 30,000 30,000 0.39 なし 2027年9月17日

第13回無担保
社債

2019年1月25日 20,000 20,000 0.16 なし 2023年12月20日

第14回無担保
社債

2019年1月25日 20,000 20,000 0.38 なし 2028年12月20日

合計 － － 105,000 105,000 － － －

（注）連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

金額（百万円） － 20,000 20,000 15,000 －

【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

借用金 196 591 6.17 －

再割引手形 － － － －

借入金 196 591 6.17 2021年10月

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －

（注）１．「平均利率」は期末日現在の「利率」及び「当期末残高」により算出（加重平均）しております。

２．借入金の連結決算日後５年以内における返済額は次のとおりであります。

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

借入金（百万円） 591 － － － －

銀行業は、預金の受入れ、コール・手形市場からの資金の調達・運用等を営業活動として行っているため、借

入金等明細表については連結貸借対照表中「負債の部」の「借用金」及び「その他負債」中のリース債務の内訳

を記載しております。

（参考）なお、営業活動として資金調達を行っている約束手形方式によるコマーシャル・ペーパーの発行はあ

りません。
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【資産除去債務明細表】
　

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（2）【その他】

① 当連結会計年度における四半期情報

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

経常収益（百万円） 33,067 68,309 104,002 137,267

税金等調整前

四半期（当期）純利益（百万円）
8,361 18,754 28,848 35,655

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益（百万円）

6,776 14,237 21,386 25,905

１株当たり
四半期（当期）純利益（円）

5.75 12.08 18.16 22.01

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益（円） 5.75 6.33 6.08 3.84

　

② その他

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(2020年３月31日)

当事業年度
(2021年３月31日)

資産の部

現金預け金 842,606 927,647

現金 748,283 800,202

預け金 94,322 127,445

有価証券 ※1，※6 80,826 ※1，※6 91,173

地方債 22,756 21,106

社債 40,614 49,511

株式 7,632 9,349

その他の証券 9,823 11,205

貸出金 ※2，※3，※4，※5，※7 23,528 ※2，※3，※4，※5，※7 24,350

証書貸付 244 50

当座貸越 23,283 24,300

外国為替 0 0

外国他店預け 0 0

その他資産 95,618 97,739

前払費用 1,153 1,366

未収収益 9,191 8,867

金融派生商品 48 －

ＡＴＭ仮払金 81,885 83,152

その他の資産 ※6 3,339 ※6 4,353

有形固定資産 11,667 17,194

建物 1,602 1,612

ＡＴＭ 7,318 12,761

その他の有形固定資産 2,745 2,819

無形固定資産 27,768 32,518

ソフトウエア 20,595 25,085

ソフトウエア仮勘定 7,168 7,429

その他の無形固定資産 4 4

前払年金費用 269 369

繰延税金資産 9,053 759

支払承諾見返 － ※8 769

貸倒引当金 △50 △164

資産の部合計 1,091,287 1,192,358
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(単位：百万円)

前事業年度
(2020年３月31日)

当事業年度
(2021年３月31日)

負債の部

預金 686,633 784,892

普通預金 454,564 544,460

定期預金 231,971 240,346

その他の預金 98 84

譲渡性預金 800 750

社債 105,000 105,000

その他負債 68,389 68,262

未払法人税等 7,813 4,157

未払費用 5,463 6,118

ＡＴＭ仮受金 45,052 47,046

資産除去債務 366 361

その他の負債 9,692 10,578

賞与引当金 361 363

株式給付引当金 236 634

支払承諾 － ※8 769

負債の部合計 861,421 960,671

純資産の部

資本金 30,702 30,724

資本剰余金 30,702 30,724

資本準備金 30,702 30,724

利益剰余金 168,025 170,879

利益準備金 0 0

その他利益剰余金 168,025 170,879

繰越利益剰余金 168,025 170,879

自己株式 △338 △1,081

株主資本合計 229,091 231,246

その他有価証券評価差額金 499 440

評価・換算差額等合計 499 440

新株予約権 274 －

純資産の部合計 229,866 231,687

負債及び純資産の部合計 1,091,287 1,192,358
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②【損益計算書】

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2019年４月１日
　至 2020年３月31日)

当事業年度
(自 2020年４月１日

　至 2021年３月31日)

経常収益 120,275 111,672

資金運用収益 3,575 3,605

貸出金利息 3,462 3,489

有価証券利息配当金 26 29

コールローン利息 0 1

預け金利息 86 85

役務取引等収益 116,016 106,729

受入為替手数料 3,062 3,438

ＡＴＭ受入手数料 108,750 99,310

その他の役務収益 4,203 3,980

その他業務収益 302 211

外国為替売買益 302 211

その他経常収益 381 1,126

貸倒引当金戻入益 67 －

その他の経常収益 313 1,126

経常費用 75,261 77,078

資金調達費用 670 524

預金利息 99 67

譲渡性預金利息 0 0

コールマネー利息 △12 △9

借用金利息 11 0

社債利息 570 467

役務取引等費用 20,228 20,176

支払為替手数料 1,591 1,773

ＡＴＭ設置支払手数料 15,774 15,911

ＡＴＭ支払手数料 1,001 575

その他の役務費用 1,861 1,916

営業経費 54,280 56,138

その他経常費用 82 238

貸倒引当金繰入額 － 113

貸出金償却 0 －

株式等償却 38 88

その他の経常費用 43 36

経常利益 45,013 34,593

特別損失 5,108 726

固定資産処分損 98 226

関係会社株式評価損 ※1 5,009 ※1 499

税引前当期純利益 39,905 33,867

法人税、住民税及び事業税 13,777 9,721

法人税等調整額 △1,546 8,320

法人税等合計 12,230 18,041

当期純利益 27,675 15,825
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2019年４月１日 至 2020年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 30,679 30,679 30,679 0 157,847 157,847 △352 218,854

当期変動額

新株の発行 23 23 23 46

剰余金の配当 △13,639 △13,639 △13,639

当期純利益 27,675 27,675 27,675

自己株式の取得 △3,857 △3,857

自己株式の処分 13 13

自己株式の消却 △3,857 △3,857 3,857 －

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 23 23 23 － 10,177 10,177 13 10,237

当期末残高 30,702 30,702 30,702 0 168,025 168,025 △338 229,091

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 492 492 320 219,667

当期変動額

新株の発行 46

剰余金の配当 △13,639

当期純利益 27,675

自己株式の取得 △3,857

自己株式の処分 13

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

7 7 △46 △38

当期変動額合計 7 7 △46 10,198

当期末残高 499 499 274 229,866
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当事業年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 30,702 30,702 30,702 0 168,025 168,025 △338 229,091

当期変動額

新株の発行 21 21 21 43

剰余金の配当 △12,971 △12,971 △12,971

当期純利益 15,825 15,825 15,825

自己株式の取得 △770 △770

自己株式の処分 27 27

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

当期変動額合計 21 21 21 － 2,854 2,854 △742 2,154

当期末残高 30,724 30,724 30,724 0 170,879 170,879 △1,081 231,246

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 499 499 274 229,866

当期変動額

新株の発行 43

剰余金の配当 △12,971

当期純利益 15,825

自己株式の取得 △770

自己株式の処分 27

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目

の当期変動額

（純額）

△59 △59 △274 △334

当期変動額合計 △59 △59 △274 1,820

当期末残高 440 440 － 231,687
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【注記事項】

（重要な会計方針）
　
１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券について

は原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把

握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

有形固定資産は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物：６年～18年

ＡＴＭ：５年

その他：２年～20年

（2）無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

　

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社株式を除き、主として決算日の為替相場に

よる円換算額を付しております。

　

４．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 令和２年10月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す

る債権については、今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間の貸倒実績又は倒

産実績を基礎とした貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将

来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま

す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に営業関連部署から独立したリスク

統括部が資産査定を実施し、その査定結果に基づいて貸倒引当金の算定を行っております。なお、当該部署から

独立した監査部が査定結果を監査しております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度

に帰属する額を計上しております。
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（3）退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。当事業年度については、年金資産見

込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、超過額を前払年金費用

に計上しております。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法

　 により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

（4）株式給付引当金

株式給付引当金は、取締役株式交付規程及び執行役員株式交付規程に基づく当社の取締役（非業務執行取締役

及び海外居住者を除く。）及び執行役員（海外居住者を除く。）への当社株式の給付に備えるため、当事業年度

末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社の取締役（非業務執行取締役及び海外居住者を除く。）及び執行役員（海外居住者を除く。）に

対して、業績連動型株式報酬制度を導入しております。概要は、「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表」の

「注記事項（追加情報）」に記載のとおりであります。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

有価証券の減損要否の判断に当たり、一部の出資先については新型コロナウイルス感染症の影響を反映したう

えで会計上の見積りを行っております。詳細は、「第５ 経理の状況 １(1)連結財務諸表」の「注記事項（追加

情報）」に記載のとおりであります。

　



― 109 ―

（貸借対照表関係）

※１．関係会社の株式又は出資金の総額

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

株式 11,914百万円 14,739百万円

※２．貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

破綻先債権額 0百万円 3百万円

延滞債権額 38百万円 42百万円

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項

第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※３．貸出金のうち３カ月以上延滞債権額はありません。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

※４．貸出金のうち貸出条件緩和債権額はありません。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は次のとおりでありま

す。

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

合計額 39百万円 45百万円

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

※６．担保に供している資産は次のとおりであります。

為替決済、日本銀行当座貸越取引の担保として、次のものを差し入れております。

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

有価証券 63,371百万円 70,618百万円

また、その他の資産には保証金及び中央清算機関差入証拠金が含まれておりますが、その金額は次のとおりで

あります。

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

保証金 1,951百万円 1,984百万円

中央清算機関差入証拠金 800百万円 800百万円

※７．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次

のとおりであります。

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

融資未実行残高 20,604百万円 23,965百万円

　うち原契約期間が１年以内のもの 20,604百万円 23,965百万円
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※８．当社連結子会社であるPT. ABADI TAMBAH MULIA INTERNASIONALの金融機関からの借入債務に対し保証を行っ

ておりますが、その金額は次のとおりであります。

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

－百万円 769百万円

（損益計算書関係）

※１．関係会社株式評価損

前事業年度（自 2019年４月１日　至 2020年３月31日）

関係会社株式評価損5,009百万円は、持分法適用関連会社である株式会社セブン・ペイ等２社の株式に係る評価

損であります。

当事業年度（自 2020年４月１日　至 2021年３月31日）

関係会社株式評価損499百万円は、持分法適用関連会社であるＴＯＲＡＮＯＴＥＣ株式会社の株式に係る評価損

であります。

（有価証券関係）
　
　 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）

前事業年度

（2020年３月31日）

当事業年度

（2021年３月31日）

子会社株式 9,914 12,739

関連会社株式 2,000 2,000

合計 11,914 14,739

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株

式及び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）
　
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産

　関係会社株式評価損等 8,263 百万円 7,524 百万円

　未払事業税 427 337

　減価償却費損金算入限度超過額 223 287

　株式給付引当金 72 194

　賞与引当金 110 111

　資産除去債務 112 110

　貸倒引当金損金算入限度超過額 15 50

　組合出資金 32 25

　未払金（旧役員退職慰労引当金） 6 6

　ストック・オプション費用 84 －

　その他 38 80

繰延税金資産小計 9,386 8,729

評価性引当額（注） － △7,636

繰延税金資産合計 9,386 1,092

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △220 △194

　前払年金費用 △82 △113

　資産除去債務に係る有形固定資産修正額 △26 △22

　その他 △2 △2

繰延税金負債合計 △332 △333

　繰延税金資産の純額 9,053 百万円 759 百万円

（注）評価性引当額が7,636百万円増加しております。この増加の主な内容は、繰延税金資産の回収可能性を判断する

際、企業分類を変更したことに伴うスケジューリング不能な将来減算一時差異に係る評価性引当額を認識した

ことによるものであります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳

前事業年度
（2020年３月31日）

当事業年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 － ％ 30.62 ％

（調整）

　評価性引当額の増減額 － 22.54

　その他 － 0.11

税効果会計適用後の法人税等の負担率 － ％ 53.27 ％

（注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額

（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産

　建物 3,625 274 124 3,775 2,162 206 1,612

　ＡＴＭ 65,472 9,228 11,029 63,671 50,910 3,777 12,761

　その他の有形固定資産 7,931 870 746 8,054 5,234 644 2,819

有形固定資産計 77,028 10,374 11,900 75,501 58,307 4,628 17,194

無形固定資産

　ソフトウェア 108,337 13,025 329 121,032 95,947 8,414 25,085

　ソフトウェア仮勘定 7,168 9,547 9,287 7,429 － － 7,429

　その他の無形固定資産 19 － － 19 15 － 4

無形固定資産計 115,525 22,572 9,617 128,481 95,962 8,414 32,518

（注）当期増加額の主な内訳

ＡＴＭ 新規設置等 9,228百万円

ソフトウェア ＡＴＭ取引中継システム更改 3,858百万円

ソフトウェア仮勘定 ＡＴＭ取引中継システム更改 3,409百万円

【引当金明細表】
　

区分
当期首残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（目的使用）

（百万円）

当期減少額

（その他）

（百万円）

当期末残高

（百万円）

貸倒引当金 50 164 － 50 164

一般貸倒引当金 50 164 － 50 164

個別貸倒引当金 0 0 － 0 0

賞与引当金 361 363 361 － 363

株式給付引当金 236 425 27 － 634

計 648 953 388 50 1,162

（注）当期減少額（その他）欄に記載の減少額は次の理由によるものであります。

一般貸倒引当金・・・・・・・洗替による取崩額

個別貸倒引当金・・・・・・・洗替による取崩額

○ 未払法人税等
　

区分
当期首残高

（百万円）

当期増加額

（百万円）

当期減少額

（目的使用）

（百万円）

当期減少額

（その他）

（百万円）

当期末残高

（百万円）

未払法人税等 7,813 10,632 14,289 － 4,157

未払法人税等 6,400 8,562 11,966 － 2,996

未払事業税等 1,413 2,069 2,322 － 1,160
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（2）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

（3）【その他】

該当事項はありません。

　




